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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第40期

第３四半期連結
累計期間

第40期
第３四半期連結
会計期間

第39期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

完成工事高 (百万円) 58,732 21,989 105,199

経常利益 (百万円) 321 468 1,643

当期純利益
又は四半期純損失（△）

(百万円) △337 △112 815

純資産額 (百万円) ― 25,997 27,930

総資産額 (百万円) ― 69,273 79,785

１株当たり純資産額 (円) ― 1,029.351,105.78

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △13.36 △4.45 32.28

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 37.5 35.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,550 ― △2,743

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,117 ― 1,419

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,107 ― 1,292

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 5,406 3,112

従業員数 (名) ― 1,226 1,123

 (注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社ならびに子会社３社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 1,226

(注)  １　従業員数は就業人員数であります。

 ２　従業員数には契約社員、出向受入者を含み、執行役員・顧問は含んでおりません。なお執行役員（専任）

 は21名、顧問は3名であります。

         

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 946

(注)  １　従業員数は就業人員数であります。

 ２　従業員数には契約社員、出向受入者を含み、執行役員・顧問は含んでおりません。なお執行役員（専任）

 は21名、顧問は2名であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループが営んでいる空調工事業では生産実績を定義することが困難であり、請負形態をとっている

ため販売実績という定義は実態に即しておりません。

　よって、受注及び販売状況については、「財政状態及び経営成績の分析」において記載しております。

　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

　

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高
　

期別 工事別
期首繰越
工事高
(百万円)

期中受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高
（百万円）

期末繰越
工事高
（百万円）

当第３四半期累計期間
(自平成20年４月１日
  至平成20年12月31日)

一般空調 42,28166,441108,72352,05156,671

原子力施設
空調

2,646 4,974 7,621 3,663 3,957

計 44,92871,416116,34455,71560,629

前事業年度
(自平成19年４月１日
　至平成20年３月31日)

一般空調 46,51288,641135,15492,87242,281

原子力施設
空調

2,606 7,396 10,003 7,357 2,646

計 49,11996,038145,158100,22944,928

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減があるものについては、期中受注工事高にその
増減額を含めております。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２　期末繰越工事高は、（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致します。

　

　

②　受注工事高
　

期別 区分

国内 海外 合計
(B)

(百万円)官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(A)
(百万円)

(A)/(B)
(％)

当第３四半期会計期間
(自平成20年10月１日
　至平成20年12月31日)

一般空調 682 18,692△791 ─ 18,583

原子力施設空調 6 1,561 ─ ─ 1,567

計 689 20,254△791 ─ 20,151

(注) １　前四半期以前に受注した工事で、契約の変更および為替の影響により請負金額の増減があるものについては、
受注工事高にその増減額を含めております。

　　 ２　受注工事高のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。

当第３四半期会計期間 ㈱東芝 東芝本社ビル空調改修工事

清水建設㈱ （仮称）新横浜Ⅱ－Ｂビル新築工事
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③　完成工事高
　

期別 区分

国内 海外 合計
(B)

(百万円)官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(A)
(百万円)

(A)/(B)
(％)

当第３四半期会計期間 
(自平成20年10月１日 
　至平成20年12月31日)

一般空調 1,43317,0681,251 6.3 19,752

原子力施設空調 95 1,313 ─ ─ 1,408

計 1,52818,3811,251 5.9 21.161

(注) １　海外工事の地域別割合は、次のとおりであります。

地域 当第３四半期会計期間(％)

アジア 72.9

中東 27.1

計 100.0

２　完成工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。

当第３四半期会計期間 ㈱東芝 四日市工場２４０棟第４期機械設備工事

三菱ＵＦＪリース㈱ アスモ㈱本社工場　省エネルギー設備工事

　
３　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先およびその割合は、次のとおりであります。

当第３四半期会計期間 ㈱東芝 3,411百万円 16.1％

鹿島建設㈱ 2,980百万円 14.1％

　

　

④　手持工事高（平成20年12月31日現在）
　

区分

国内 海外 合計
(B)

(百万円)官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(A)
(百万円)

(A)/(B)
(％)

一般空調 8,01744,3554,298 7.6 56,671

原子力施設空調 445 3,512 ─ ─ 3,957

計 8,46247,8684,298 7.1 60,629

(注)　手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。

㈱東芝 東芝本社ビル空調改修工事 平成26年３月完成予定

SSANGYONG ENGINEERINGMARINA BAY SANDS HOTEL PACKAGE 平成22年２月完成予定

首都高速道路㈱ 中央環状新宿線トンネル消火設備工事 平成22年３月完成予定

鹿島建設㈱ 中之島ダイビル新築工事 平成21年３月完成予定

物産不動産㈱ 三井物産本店ビル　ファンコイルユニット更新工事 平成21年６月完成予定

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針および見積り

　当社グループの四半期連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき作成されております。この四半期連結財務諸表の作成に当たり、一定の会計基準の範囲内で見積りが

行われている部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されております。貸倒引当金、工事進行

基準適用工事の予定利益率等に関する見積りおよび判断について、継続して評価し、過去の実績や状況に

応じて見直しを行っておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は異なる場合がありま

す。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、692億7千3百万円となり、前連結会計年度末に比べ105

億1千1百万円減少しております。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金の減少178億4千5百万円であ

ります。 

　負債は、432億7千6百万円となり、前連結会計年度末に比べ85億7千8百万円減少しております。主な要因

は、支払手形・工事未払金の減少110億7千6百万円であります。

　純資産は、259億9千7百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億3千3百万円減少しております。主な要

因は、その他有価証券評価差額金の減少11億9千1百万円と、利益剰余金の減少7億1千6百万円であります。

 

(3) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における連結業績につきましては、連結売上高219億8千9百万円、営業利益5

億9千2百万円、経常利益4億6千8百万円、四半期純損失1億1千2百万円となりました。

　なお、当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、期末に完成する工事割合が大きく、一方で、販

売費及び一般管理費はほぼ均等に発生するため、利益が期末に偏るという季節的変動があります。 

 

(4) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは、主に未成工事受入金が7

億5千2百万円増加したことや、仕入債務の増加が売上債権の増加を13億5千2百万円上回ったことにより、

27億8百万円となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得による支出1億6千万円と投資有価証券

の取得による支出2億3千7百万円により、マイナス3億9千4百万円となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入金の増加5億9百万円により、2億4千4百万円となり

ました。  

　これにより当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前四半期連結会計期間末に比

べ25億1千9百万円の増加となり、54億6百万円となりました。

　また、当第３四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは、主にたな卸資産が26

億1百万円増加したものの、売上債権の減少による収入が仕入債務の減少による支出を68億1千6百万円上

回ったことにより、45億5千万円となりました。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出が投資有価証券の売却による収

入を8億4千1百万円上回ったこと等により、マイナス11億1千7百万円となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入金の返済による支出4億8千6百万円と長期借入金

の返済による支出2億4千万円および配当金の支払額3億7千8百万円により、マイナス11億7百万円となり

ました。 

　これにより当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ22億

9千3百万円の増加となりました。
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(5) 事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更

および新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。

当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、平成19年６月22日開

催の第38回定時株主総会において、株主の皆様の承認を受け、当社株式の大量取得行為に関する対応策

（以下「本プラン」といいます。）を導入いたしました。 

1) 本プランの概要 

本プランは、当社株式に対する買付等が行われる場合の手続きを明確にし、株主の皆様が適切な判

断をするために必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者等との交渉の機会を確保する

ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としております。 

　本プランは、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付または公開買付を実施しようとす

る買付者等には、必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。当社取締役会は、独立性

の高い３名以上の社外監査役および社外有識者（弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者および取締

役として経験のある社外者またはこれに準ずる者）で構成する独立委員会を設置し、独立委員会は、

独立した外部専門家（弁護士、税理士、公認会計士、ファイナンシャルアドバイザーおよびコンサルタ

ント等）の助言を得たうえ、買付内容の評価検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等と

の交渉、株主の皆様に対する情報開示を行います。買付者等が、本プランに定めた手続きを順守しな

かった場合や当社の企業価値・株主共同の利益に対する著しい侵害をもたらすおそれのある買付等

であると独立委員会が判断した場合は、対抗措置の発動（買付者等による権利行使は認められないと

の行使条件を付した新株予約権の無償割当の実施）を勧告します。 

2) 当社取締役会の判断およびその判断に係る理由 

当社取締役会は、本プランの設計に関し、以下の事項を考慮し、織り込むことにより、本プランが基

本方針に従い、当社の企業価値・株主共同の利益に沿うものであり、当社役員の地位の維持を目的と

するものではないと判断しております。 

① 株主意思の反映 

本プランは、平成19年６月22日開催の第38回定時株主総会において株主の皆様から承認され、導入

しております。本プランの有効期間は３年間ですが、当社取締役の任期は１年であることから、取締

役の選任を通じて株主の皆様の意思を反映させることが可能であります。 

② 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社取締役会は、本プランの導入にあたり、取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、

本プランの発動および廃止等の運用に際し、実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を

設置いたしました。独立委員会は、当社社外監査役および独立委員会規程に定める要件を満たす社外

有識者から当社取締役会が選任した者で構成されております。

　実際に当社に買付等がなされた場合には、独立委員会が独立委員会規程に基づいて、当該買付等が

当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的判断を行い、当社取締役会はその判

断を最大限尊重して、会社法上の決議を行うこととしております。独立委員会によって、当社取締役

会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をす

ることとしており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営

が行われる仕組みを確保しております。 

③ 合理的な客観的発動要件の設定 

本プランは、あらかじめ定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されな

いように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保してお

ります。 
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④ 独立した外部専門家の意見の取得 

独立委員会は、当社の費用で独立した外部専門家（弁護士、税理士、公認会計士、ファイナンシャル

アドバイザーおよびコンサルタント等）の助言を得ることができ、独立委員会の判断の公正さ、客観

性がより強く担保されております。 
　

なお、買収防衛策の詳細につきましては、当社ウェブサイトをご参照ください。

http://www.snk.co.jp/ir/kaiji_etc.html

　

(6) 研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は62百万円であります。なお、研究開発活動の状況に重

要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

設備の新設および除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 84,252,100

計 84,252,100

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,282,225 25,282,225
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であり
ます。

計 25,282,225 25,282,225 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　平成20年12月31日 ― 25,282 ― 5,158 ― 6,887

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

（注）ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社から平成20年11月７日付で大量保有報告書の提出があり、平成

20年10月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期間

末における実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株
式会社

 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号
 東京ビルディング

1,282 5.07
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)

― ―
 普通株式　　 25,200

完全議決権株式(その他)  普通株式 25,167,700 251,677 ―

単元未満株式  普通株式 89,325 ― ―

発行済株式総数 25,282,225 ― ―

総株主の議決権 ― 251,677 ―

(注)　１　証券保管振替機構名義の株式が「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に400株（議決権4個）、

「単元未満株式」欄の普通株式に80株それぞれ含まれております。

 ２　当社所有の自己株式が「単元未満株式」欄の普通株式に57株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
　新日本空調株式会社

東京都中央区日本橋
浜町２－31－１

25,200 ― 25,200 0.0

計 ― 25,200 ― 25,200 0.0

(注)　株主名簿上は、当社名義になっておりますが、実質的に所有していない株式が100株（議決権1個）あります。　

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めております。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 579 750 813 855 932 895 825 829 817

最低(円) 472 560 670 734 811 752 556 710 690

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

新日本空調株式会社(E00227)

四半期報告書

11/26



第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内

閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半

期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,449 3,156

受取手形・完成工事未収入金 ※３
 27,430 45,275

有価証券 － 207

未成工事支出金 8,294 5,697

その他のたな卸資産 ※１
 17

※１
 17

繰延税金資産 1,786 1,313

その他 4,543 1,411

貸倒引当金 △180 △346

流動資産合計 47,340 56,734

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 2,616 2,730

その他（純額） 962 895

有形固定資産合計 ※２
 3,578

※２
 3,625

無形固定資産 299 391

投資その他の資産

投資有価証券 13,711 15,558

繰延税金資産 1,252 798

その他 4,368 4,051

貸倒引当金 △1,277 △1,374

投資その他の資産合計 18,055 19,034

固定資産合計 21,933 23,050

資産合計 69,273 79,785

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 ※３
 25,967 37,043

短期借入金 3,900 4,545

未払法人税等 196 995

未成工事受入金 3,471 1,124

工事損失引当金 396 318

引当金 123 165

その他 4,461 2,156

流動負債合計 38,518 46,348

固定負債

長期借入金 2,475 2,700

退職給付引当金 1,606 2,696

引当金 59 74

その他 617 34

固定負債合計 4,758 5,505

負債合計 43,276 51,854
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,158 5,158

資本剰余金 6,887 6,887

利益剰余金 13,757 14,473

自己株式 △17 △15

株主資本合計 25,786 26,505

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 162 1,354

為替換算調整勘定 48 71

評価・換算差額等合計 211 1,425

純資産合計 25,997 27,930

負債純資産合計 69,273 79,785
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

完成工事高 58,732

完成工事原価 53,471

完成工事総利益 5,260

販売費及び一般管理費 ※１
 4,938

営業利益 322

営業外収益

受取利息 76

受取配当金 175

その他 85

営業外収益合計 337

営業外費用

支払利息 89

為替差損 210

その他 37

営業外費用合計 337

経常利益 321

特別利益

貸倒引当金戻入額 222

特別利益合計 222

特別損失

固定資産売却損 4

固定資産除却損 5

投資有価証券評価損 545

減損損失 ※３
 21

退職給付制度改定損 218

その他 1

特別損失合計 797

税金等調整前四半期純損失（△） △252

法人税、住民税及び事業税 86

過年度法人税等 170

法人税等調整額 △171

法人税等合計 85

四半期純損失（△） △337
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

完成工事高 21,989

完成工事原価 19,744

完成工事総利益 2,244

販売費及び一般管理費 ※１
 1,652

営業利益 592

営業外収益

受取利息 15

受取配当金 66

その他 39

営業外収益合計 120

営業外費用

支払利息 31

為替差損 187

その他 25

営業外費用合計 244

経常利益 468

特別損失

固定資産売却損 0

固定資産除却損 1

投資有価証券評価損 494

その他 0

特別損失合計 496

税金等調整前四半期純損失（△） △27

法人税、住民税及び事業税 15

過年度法人税等 170

法人税等調整額 △101

法人税等合計 84

四半期純損失（△） △112
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △252

減価償却費 348

減損損失 21

固定資産売却損益（△は益） 4

固定資産除却損 5

投資有価証券評価損益（△は益） 545

貸倒引当金の増減額（△は減少） △263

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,089

工事損失引当金の増減額（△は減少） 78

受取利息及び受取配当金 △251

支払利息 89

為替差損益（△は益） △123

売上債権の増減額（△は増加） 17,888

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,601

仕入債務の増減額（△は減少） △11,071

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,347

その他 323

小計 5,998

利息及び配当金の受取額 260

利息の支払額 △84

法人税等の支払額 △1,623

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,550

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △188

有価証券の売却による収入 573

有形固定資産の取得による支出 △248

無形固定資産の取得による支出 △103

固定資産の売却による収入 58

投資有価証券の取得による支出 △1,363

投資有価証券の売却による収入 522

その他 △367

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,117

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △486

長期借入金の返済による支出 △240

自己株式の取得による支出 △2

配当金の支払額 △378

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,107
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 △31

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,293

現金及び現金同等物の期首残高 3,112

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,406
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項の変更 第２四半期連結会計期間から、新たに設立した SHIN

NIPPON LANKA (PRIVATE) LIMITED を連結の範囲に含

めております。

なお、変更後の連結子会社の数は３社であります。

２　会計処理基準に関する事項の変更

 

その他のたな卸資産については、従来、移動平均法に

よる原価法によっておりましたが、第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用さ

れたことに伴い、移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。 

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間に係

る損益への影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと

認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を

使用して貸倒見積高を算定しております。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減

算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結

会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当社は、平成20年４月に従来の退職一時金制度および適

格退職年金制度の改定を行い、確定拠出年金制度、規約

型確定給付企業年金制度（キャッシュバランスプラ

ン）および退職一時金制度へ移行し、平成20年７月より

新制度を施行いたしました。これらの改定および移行に

伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）を適用し、退職給付制

度改定損218百万円を特別損失に計上しております。ま

た、これらに伴い過去勤務債務が35百万円発生しており

ます。なお、当該過去勤務債務は、発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、発生年度から費用処理する

こととしております。

　

【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　その他のたな卸資産の内訳

材料貯蔵品 2百万円

その他貯蔵品 14百万円

合計 17百万円

※２　有形固定資産減価償却累計額

4,250百万円

※３　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満期手形が第３

四半期連結会計期間末日の残高に含まれておりま

す。

受取手形 318百万円

支払手形 512百万円

※１　その他のたな卸資産の内訳

材料貯蔵品 3百万円

その他貯蔵品 14百万円

合計 17百万円

※２　有形固定資産減価償却累計額

4,196百万円

───────
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は次のとおりであります。

従業員給料手当 2,013百万円

退職給付費用 143百万円

地代家賃 505百万円

　２　当社グループの完成工事高は、通常の営業の形態と

して、第４四半期に完成する工事の割合が大きい

ため、連結会計年度の各四半期の完成工事高の間

に著しい相違があり、各四半期の業績に季節的変

動があります。

※３　当社グループは、以下の資産について減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類 金額

北海道
札幌市

賃貸用資産 建物、土地 21百万円

当社は、事業用資産については管理会計上の区分

（支店等）ごとに、遊休資産および賃貸用資産に

ついては個別の物件ごとに、また、連結子会社につ

いては会社単位でグルーピングを行っておりま

す。その結果、賃料相場の低迷および継続的な地価

の下落により収益性が著しく低下した賃貸用資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失21百万円（建物13百万円、土地7百万

円）として特別損失に計上しております。なお、当

該資産の回収可能価額は正味売却価額としてお

り、重要性があるものについては不動産鑑定基準

に基づく鑑定評価額等に合理的な調整を行って算

出した金額を採用しております。

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間 
(自　平成20年10月１日 
　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は次のとおりであります。

従業員給料手当 685百万円

退職給付費用 48百万円

地代家賃 168百万円

　２　当社グループの完成工事高は、通常の営業の形態と

して、第４四半期に完成する工事の割合が大きい

ため、連結会計年度の各四半期の完成工事高の間

に著しい相違があり、各四半期の業績に季節的変

動があります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金 5,449百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △42百万円

現金及び現金同等物 5,406百万円
 

(株主資本等関係)

　
当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）および当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 25,282

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 26

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 189 7.50平成20年３月31日 平成20年６月25日

平成20年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 189 7.50平成20年９月30日 平成20年12月５日

　
　(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

新日本空調株式会社(E00227)

四半期報告書

22/26



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月1日　至　平成20年12月31日)および当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
　　　空調工事業単一セグメントであり、記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)および当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
　全セグメントの売上高に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)および当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

　

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,029.35円 1,105.78円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 25,997 27,930

普通株式に係る純資産額(百万円) 25,997 27,930

普通株式の発行済株式数(千株) 25,282 25,282

普通株式の自己株式数(千株) 26 23

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数(千株)

25,256 25,258
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２　１株当たり四半期純損失および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 13.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純損失(百万円) 337

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 337

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,257

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間 
(自　平成20年10月１日 
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 4.45円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純損失(百万円) 112

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 112

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,256

　

(重要な後発事象)

　

　該当事項はありません。

　

２【その他】

第40期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年11月７日開催の

取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載または記録された

株主または登録質権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　中間配当金の総額 189百万円

②　１株当たり中間配当金 ７円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月６日

新日本空調株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　勝　　又　　三　　郎　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　原　　　　　敏　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本空調株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本空調株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

　報告書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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